
平成 13年 3月期 決算短信(連結)

上   場   会   社   名       株式会社 三 井 住 友 銀 行 上場取引所（所属部）　東証・大証・名証（各第１部）、札証

（旧会社名　株式会社さくら銀行） 本社所在都道府県　　 東京都

コード番号       8318

問合せ先 責任者役職名　　財務企画部副部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　梅　　　山　　　　勉 　　　　　TEL (03) 3282 - 5111
　　　　　 特定取引勘定設置の有無       有

米国会計基準採用の有無       無

１. 平成13年3月期の連結業績（平成12年 4月 1日 ～ 平成13年 3月31日）
(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　   　経   常　収　益      　　経  常　利　益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成13年3月期 1,723,182 　(△19.8) 183,876 (  34.7) 48,939 　　　(△21.8)
平成12年3月期 2,147,495 (     0.4) 136,497 (    -   ) 62,581 (    -    )

    　　　１ 株 当 た り 　   　　　潜在株式調整後 株主資本 総資本 経常収益
   　　  当 期  純 利 益   　　　１株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

円 　　銭 円 　　銭 ％ ％ ％

平成13年3月期 9 23 9 21 2.7 0.4 　      10.7
平成12年3月期 12 58 - 3.7 0.3           6.4

(注)①持分法投資損益    平成13年3月期  7,883百万円     平成12年 3月期   △1,487百万円
     ②期中平均株式数（連結）　　普通株式 　　第二回優先株式 第三回優先株式(第二種)

            平成13年3月期　　　    4,112,540,880株 　　　　2,671,767株 　　　　800,000,000株

            平成12年3月期　　　    4,094,676,645株 　　　　7,796,729株 　　　　800,000,000株

     ③会計処理の方法の変更       有　（別添連結貸借対照表の注記参照）
     ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本 株主資本 １株当たり 連結自己資本比率

比率 株主資本 （国際統一基準）
百万円 百万円 ％ 　　　　　　円　　銭 [ 速報値 ]         ％

平成13年3月期 51,849,687 2,175,809 4.2 　　333  46 11.31
平成12年3月期 48,495,608 2,208,554 4.6 　　340  98 12.53

(注）期末発行済株式数　（連結）　　　　普通株式　      第二回優先株式 第三回優先株式(第二種)

           平成13年3月期　         4,110,377,885株         2,577,000株 　　　　800,000,000株

           平成12年3月期　         4,114,629,620株         2,772,000株 　　　　800,000,000株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　 　　営業活動による 　　 　　投資活動による  　　　財務活動による 　    現金及び現金同等物

　 　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

平成13年3月期 3,218,472        △3,060,146 1,147,369
平成12年3月期 888,743          △ 367,609            　△　22,124 1,408,146

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数    65社   持分法適用非連結子会社数　8社   持分法適用関連会社数　  4社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   20社  （除外）   6社   持分法（新規）   2社  （除外）　  22社

２. 平成14年 3月期の連結業績予想（ 平成13年4月1日  ～  平成14年3月31日 ）

　　次期の業績予想につきましては、株式会社三井住友銀行　（旧会社名　株式会社住友銀行）　の決算短信をご参照
　　下さい。

                                 平成13年5月24日

       　  　△420,024
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三　井　住　友　銀　行

（旧会社名　さくら銀行）

「平成１３年３月期の業績」指標算式

○１株当たり当期純利益

当期純利益－優先株式配当金総額

期中平均普通株式数（自己株式及び連結子会社が所有する親会社株式を除く）

○株主資本当期純利益率

当期純利益－優先株式配当金総額

｛（期首株主資本－期首発行済優先株式数×発行価額）＋

　　（期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額）｝÷２

○１株当たり株主資本

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額

期末発行済普通株式数（自己株式及び連結子会社が所有する親会社株式を除く）

×100

－２－



三　井　住　友　銀　行
（旧会社名　さくら銀行）

Ⅰ．企業集団の状況Ⅰ．企業集団の状況Ⅰ．企業集団の状況Ⅰ．企業集団の状況

国       内  ・・・・・ 本店ほか支店　３１５   出張所　３２  代理店　４

連結子会社  　 ３９　　 持分法適用会社　　４

    うち主要な子会社 さくら証券株式会社 （証券業務）

さくら信託銀行株式会社（信託業務・一般銀行業務）

三 株式会社わかしお銀行 （一般銀行業務）

井 さくらフレンド証券株式会社 （証券業務）

住 株式会社みなと銀行 （一般銀行業務）

友 さくらローンパートナー株式会社（消費者ローン業務）

銀 株式会社ジャパンネット銀行 （一般銀行業務）

行
（ 米       州  ・・・・・ 支店   　　 ３　　出張所　１

旧 連結子会社 １３ 　   持分法適用会社　１

会     うち主要な子会社 Manufacturers Bank （一般銀行業務）

社 Sumitomo Mitsui Banking Corporation of Canada

名 （旧会社名　Sakura Bank (Canada)）（一般銀行業務）

SMBC Capital Markets, Inc. （スワップ等値付業務）

さ （旧会社名　Sakura Global Capital, Inc.）

く

ら 欧       州  ・・・・・ 支店　　　 ３

銀 連結子会社　　４

行     うち主要な子会社 Sakura Finance International Limited （証券業務）

）

ア ジ ア ・  ・・・・・ 支店  　  １０　　出張所　　 １

オセアニア 連結子会社 　９ 　   持分法適用会社　７

    うち主要な子会社 Sakura Finance Australia Limited
（長短金融・外国為替業務・証券業務）

PT Bank Sumitomo Mitsui Indonesia
（旧会社名 PT　Bank Sakura Swadharma)

（一般銀行業務）

（注）平成13年4月1日以降に社名変更等になった会社については、現在の会社名を記載するとともに、
従来の会社名を（旧会社名）として記載しております。

 
 
株
式
会
社

（平成13年4月1日に大和証券エスエムビーシー株式会社（旧会
社名　大和証券エスビーキャピタル・マーケッツ株式会社）へ営
業譲渡を行っております。）

　当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、銀行業務を中心に、リース業務、証券業務、クレジットカード業
務、投融資業務、融資業務、抵当証券業務、ベンチャーキャピタル業務などの金融サービスに係る事業を行って
おります。
　なお、平成13年3月期の連結子会社は65社、持分法適用会社は12社であります。

－３－－３－－３－－３－



三 井 住 友 銀 行  

（旧会社名 さくら銀行） 

Ⅱ．経営方針 

株式会社さくら銀行は株式会社住友銀行と平成13年４月１日を合併期日として合併し、株式会社三井住友銀行 

（英文名：Sumitomo Mitsui Banking Corporation）となりました。 

三井住友銀行の経営方針は以下のとおりであります。 

 

１． 経営理念・経営の基本方針 

当行の経営理念は、 

○ お客様に、より一層価値のあるサービスを提供し、お客様と共に発展する。 

○ 事業の発展を通じて、株主価値の永続的な増大を図る。 

○ 勤勉で意欲的な社員が、思う存分にその能力を発揮できる職場を作る。 

 であります。 

この経営理念の下、当行は、顧客、市場からの期待に応え、我が国経済社会における重い責任を果たすことにより、「顧

客の信頼」、「市場の信頼」を揺るぎないものとし、以って「最高の信頼」を得ていくことを経営の基本方針としておりま

す。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当行は、銀行業の公共性に鑑み、健全経営確保の観点から、資本の充実に留意しつつ、グローバルスタンダードに基づく

株主重視の考え方に則った利益配分を行なう方針であります。 

合併交付金については、普通株式は1株当たり3円（中間配当金と合わせて通期で6円）、第二回優先株式は１株当たり7

円50銭（中間配当と合わせて通期で15円）、第三回優先株式（第二種）は1株当たり6円85銭（中間配当と合わせて通期で13

円70銭）とさせていただきました。 

なお、当行は、合併に際して、額面50円の普通株式2,470,846,767株を発行し、合併期日前日の株式会社さくら銀行の最

終の株主名簿（実質株主名簿を含む。以下同じ）に記載された各株主（実質株主を含む。以下同じ）に対し、その所有す

る普通株式１株につき、当行の普通株式０.６株の割合をもって割当交付いたしました。 

また、当行は、合併に際して、無額面の第六種優先株式2,577千株を発行し、合併期日前日の株式会社さくら銀行の最

終の株主名簿に記載された各株主に対し、その所有する第二回優先株式１株につき、当行の第六種優先株式１株の割合

をもって割当交付いたしました。 

さらに、当行は、合併に際して、無額面第五種優先株式８億株を発行し、合併期日前日の株式会社さくら銀行の最終の株

主名簿に記載された各株主に対し、その所有する第三回優先株式（第二種）１株につき、当行の第五種優先株式１株の割合

をもって割当交付いたしました。 

 

 

３． 経営戦略 

当行は、「合併効果」をコスト削減・粗利益の大幅拡充の両面においてフルに、且つ短期間に実現することにより、収益

力における優位性を確立してまいります。加えて、合併により拡大した顧客基盤を、ビジネスへのアプローチ自体を大き

く変えることにより、より強固な収益基盤にしてまいります。 

このような合併のメリットおよびこれまで両行が築いてきたブランド力等を有効に活用しつつ、高度な金融ソリューシ

ョン力、充実した商品・サービス、ネットワークの統合・整備により、従来以上に付加価値の高い金融サービスを提供、

更なる成長を図ってまいります。 

各分野における具体的計画は、以下の5点です。 

第一は、個人業務収益の拡大です。顧客セグメント別に業務戦略を定めた上で、収益性の高い商品・サービスの拡販、

ローコストオペレーションの確立を図ってまいります。 

第二は、資産効率の高いビジネスモデルの確立による企業取引の推進です。お客様のニーズに合った質の高いソリュー

ションの提供による非金利収益の増強、伝統的な融資業務に代わるローン・シンジケーションを始めとする新たな「市場

型金融ビジネス」の内外における推進等により、資産効率の向上に注力してまいります。 

第三は、地域別戦略を明確にした上での海外業務の再構築と拡大です。欧米金融機関に対し地理的優位性のあるアジア

における、旧両行の持つ顧客基盤や拠点ネットワークの統合・戦略的強化を通じた業務拡大等に注力してまいります。 

第四は、戦略的なIT投資の積極的な実施です。競争力強化に向けて、個人業務における顧客データベースの分析力強化

等、マーケティングの高度化のための投資等を進めてまいります。 
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三 井 住 友 銀 行  

（旧会社名 さくら銀行） 
 

第五は、ネットビジネス等におけるリーダーシップの発揮です。多彩なパートナーとのアライアンスを進め、21世紀の

高度情報化社会における新たな複合金融グループとして、様々な金融関連のネットビジネスにおいてリーダーとなること

を目指してまいります。 

 

４． 対処すべき課題 

(1)バランスシートの抜本的強化 
経営環境の急激な変化に対応し、将来の成長力を確保するためには、強固な財務体質が不可欠であります。そのため、

まずもって不良債権問題の決着に向けて最終処理を加速してまいります。また、株価変動リスク削減の観点から、政策

投資株式の圧縮も進めてまいります。更に、こうした資産サイドの対応に加え、自己資本の内容改善を進めてまいりま

す。具体的には、収益力を強化し、当期利益を積み上げていくことにより剰余金を拡充しつつ、その一方で着実に公的

資金を返済していくことにより自己資本の再構築を進めてまいります。 
 

(2)コスト削減～合併効果の早期実現 

コスト削減につきましては、旧両行がそれぞれにかねてから注力してまいりましたが、合併を機に、一段と加速して

まいります。店舗網の再構築、商品・サービスの見直しから、事業のリストラクチャリングに至るまで、コスト削減に

資する施策は、既成概念に囚われることなく実施してまいります。 
 

(3)粗利益の大幅拡充 

新たなビジネススタイルを早期に確立し、お客様の信頼を得つつ、粗利益の大幅な拡充を図ってまいります。まず、

個人取引におきましては、お客様一人一人をよく理解し、個々のお客様のライフサイクル、ライフスタイル等に応じた、

最適なサービスと最高の利便性を提供していくことにより、取引の拡大に取り組んでまいります。一方、法人取引にお

きましては、お客様の経営上、財務上のニーズを的確に捉え、個々のニーズに対して最適なソリューションを提供して

まいります。更に、海外業務におきましては、地域ごとの戦略を十分に練り直し、収益性を高めてまいります。 
 

５． 目標とする経営指標 

業務の再構築、リストラ推進等による収益力の強化により、平成16年度の業務純益（一般貸倒引当金繰入前）を9,500

億円に、連結ROEを10％以上にする計画です。公的資金については、平成16年度までに半減することを目標とし、可能な限

り前倒しで返済を進めてまいります。 

 

６． 経営管理組織の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策 

当行は、取締役会の強化と執行役員制度の導入を柱とした経営体制を構築しています。これは、「経営の重要事項の決定

機能および監督機能」と「業務執行機能」の分離を推進することを狙いとしたものであり、取締役会の「株主利益の観点か

ら業務執行を監督する機能」を一層強化するとともに、日常的な業務執行は執行役員が担当する体制を確立しています。 

また、取締役会に内部委員会としてリスク管理委員会、報酬委員会、人事委員会を設置しています。 

これらは、リスク管理やコンプライアンスに関する事項、あるいは取締役・執行役員の報酬や人事に関する事項につい

て、業務執行から離れ、社外取締役を加えた客観的な立場で審議することを狙いとしています。なお、上記機能を主とす

る取締役会とは別に、社外の方から経営全般に亘り幅広く大所高所からアドバイスを受ける場として、一流企業の経営経

験者、有力経営コンサルタント・学識経験者等で構成される、「アドバイザリーボード」を設置することとしています。 
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三 井 住 友 銀 行  

（旧会社名 さくら銀行） 

III．経営成績 

 

当連結会計年度の概況 

１.損益 

 当連結会計年度の経常収益は、金融商品に係る会計基準の適用に伴い、ヘッジ会計の適用対象となるデリバティブ

取引の収益及び費用について従来の総額表示から純額表示に変更したことによる減少等により、前連結会計年度比 

１９．８％減の１兆７，２３１億円となりました。 

経常費用は、上記のデリバティブ取引に係る純額表示への変更等により、前連結会計年度比２３．５％減の１兆 

５，３９３億円となりました。 

 その結果、経常利益は１，８３８億円（前連結会計年度比＋３４．７％）、特別損益等を勘案した当期純利益は 

４８９億円（同△２１．８％）となりました。 

 

２.業容 

 預金は前連結会計年度末比１兆７，７８０億円増加して３２兆３９億円となり、譲渡性預金は同１兆１，０８３ 

億円増加して４兆６,２１０億円となりました。 

 一方、貸出金は、前連結会計年度末比５，７３４億円増加し、３２兆９，０６７億円となり、また、有価証券は、

同３兆５，３７７億円増加し、１０兆４，６６５億円となりました。 

 総資産は、前連結会計年度末比３兆３，５４０億円増加し、５１兆８，４９６億円となりました。 

 

３.純資産 

 純資産額は、外貨建取引等会計処理基準の改訂により、為替換算調整勘定△２０９億円を新たに資本の部に計上し

たことから、前連結会計年度末比３２７億円減少して２兆１,７５８億円となりました。 

 

４.キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末から２，６０７億円減少し、１兆１,４７３ 

億円となりました。「営業活動によるキャッシュ・フロー」は＋３兆２，１８４億円、「投資活動によるキャッシュ・

フロー」は△３兆６０１億円となりました。 

 

５.セグメント 

所在地別の内部取引消去前の総資産シェアは、日本が８８（前連結会計年度末比＋１）％、米州が４（同△０）％、欧

州、アジア・オセアニアは、各々２（同+０）％、６（同△１）％、経常収益シェアは、日本が７６（前連結会計年度比

△６）％、米州が１４（同＋７）％、欧州、アジア・オセアニアは、各々３（同△２）％、７（同+１）％となりました。 

 

６.自己資本比率（国際統一基準）（速報値） 

 連結自己資本比率が１１．３１％、単体自己資本比率が１１．９１％となりました。 
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Ⅳ.連結財務諸表等                          三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

連結財務諸表作成のための基本となる事項

１. 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社 65社

　　主要な会社名

Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅｒｓ  Ｂａｎｋ

さくら証券株式会社

Sakura Finance International Limited

SMBC Capital Markets, Inc.

　　なお、株式会社みなと銀行他８社は株式取得により、株式会社ジャパンネット銀行、さくらローンパート

ナー株式会社他８社は設立等により、株式会社さくらフレンド調査センターは親会社の合併により、当連

結会計年度から連結しております。

　また、Sakura Financial Futures (Singapore)Pte Limited他５社は清算により除外しております。
(2)非連結子会社

　　主要な会社名

ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰｺﾝｻﾙﾃィﾝｸﾞ株式会社

　　非連結子会社の総資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う額）の

それぞれの合計額は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外し

ております。
２. 持分法の適用に関する事項

(1)持分法適用の非連結子会社、関連会社 　12社

　　主要な会社名

Bangkok SMBC Leasing Co., Limited

　　なお、SMSB Co.,Ltd及びジャパンペンションナビゲーター株式会社は設立により当連結会計年度

から持分法を適用しております。

　　また、Far East Bank and Trust Companyは合併に伴い持分比率が低下したため、さくら投信投資

顧問株式会社は連結子会社となったため、その他の20社は売却、清算等により子会社、関連会社で

なくなったため除外しております。

(2)持分法非適用の非連結子会社、関連会社

　　主要な会社名

Sakura　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ(USA)，Ｉｎｃ．

　　非連結子会社、関連会社の当期純損益（持分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う額）のそれぞれ

の合計額は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、持分法を適用しておりません。

３. 連結子会社の決算日等に関する事項

(1)連結子会社の決算日は次のとおりであります

１０月末日 1社

１２月末日 ２３社

１月末日 １社

３月末日 ４０社

(2)１０月末日を決算日とする連結子会社は、３月末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表により、

またその他の連結子会社は、それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。

　　連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。

４. 会計処理基準に関する事項
連結貸借対照表注記、連結損益計算書注記に記載しております。

５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６. 連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、発生年度に全額償却を行っております。

７. 利益処分項目等の取扱に関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。

８. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書注記に記載しております。
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平成１３年　３月　３１日現在
                                                    三　井　住　友　銀　行

                                                    （旧会社名　さくら銀行）

(単位：百万円)

科　　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　　目 金　　　額
(資  産  の  部) (負  債  の  部)

現   金   預   け   金 2,896,268 預                金 32,003,989  

コールローン及び買入手形 368,425 譲   渡   性   預   金 4,621,021  

買  入  金  銭  債  権 90,519 コールマネー及び売渡手形 4,608,193  

特  定  取  引  資  産 577,578 コマーシャル・ペーパー 1,141,697  

金   銭   の   信   託 22,208 特  定  取  引  負  債 201,407  

有     価     証     券 10,466,528 借        用        金 1,138,305  

貸        出        金 32,906,703 外　　 国　　 為　　 替 37,094  

外     国     為     替 268,669 社          　　　　   債 1,133,368  

そ   の   他   資   産 1,359,442 そ   の   他   負   債 2,296,793  

動   産   不   動   産 883,059 退 職 給 付 引 当 金 31,716  

繰　延　税　金　資　産 558,234 債権売却損失引当金 70,627  

支  払  承  諾  見  返 1,964,073 特 別 法 上 の 引 当 金 643  

貸   倒   引   当   金 △512,023 繰　延　税　金　負　債 369  

再評価に係る繰延税金負債 40,654  

支    払    承    諾 1,964,073  

負  債  の  部  合  計 49,289,955  
（少数株主持分）

少  数  株  主  持  分 383,922  
(資　本  の  部)

資        本        金 1,042,706  

資   本   準   備   金 899,521  

再  評  価  差  額  金 63,056  

連　 結   剰　 余   金 196,060  

為替換算調整勘定 △20,939 

　　　　　　　計 2,180,405  

自    己    株    式 △42 

子会社の所有する親会社株式 △4,552 

資  本  の  部  合  計 2,175,809  
負債、少数株主持分

資  産  の  部  合  計 51,849,687  　　　　及び資本の部合計 51,849,687  

連  結  貸  借  対  照  表
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三　井　住　友　銀　行
（旧会社名　さくら銀行）

注 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の

目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特

定取引負債」に計上しております。

  特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・

オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、その他有価証券については,移動平均法によ

る原価法又は償却原価法により行っております。

  なお、有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価について

も同じ方法によっております。

４．デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。

５．当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。

  なお、建物（平成１０年３月３１日以前取得分）、建物附属設備および構築物の減価償却の方法は、従来、定率法によっ

ておりましたが、保有建物等の使用状況を見直した結果、店舗等として長期間安定的に使用している実態を考慮し、その償

却費用が使用期間に均等に計上される定額法が、より適正な期間損益を反映し合理的と考えられるため、当連結会計年度より

定額法に変更しております。

これにより、定率法により減価償却を実施した場合に比べ、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ１，４８２百

万円増加しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物１０年～５０年

　　動産　５年～２０年

　連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却しております。

６．自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間(主として５年)に基づく定額法により償却し

ております。

７．当行の外貨建資産・負債については、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

　連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算しております。

　なお、国内連結子会社は、当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に

関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１０月２２日））を適用しておりますが、従来の方法によった場合と比較して、

経常利益、税金等調整前当期純利益への影響はありません。

　また、前連結会計年度において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の改正により、「資本

の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。

８．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　まず、当行の信用格付制度により取引先を１０段階に区分し、更にそれらの取引先を自己査定に基づき、日本公認会計士協

会銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金

の監査に関する実務指針」に規定する、正常先債権・要注意先債権・破綻懸念先債権・実質破綻先債権・破綻先債権に分類し

ております。

　正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績

から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。

　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を

控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認める額を引き当てております。

　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

　また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生じる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別

措置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を含む）として引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び本部各部が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

　連結子会社の貸倒引当金は、過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を引き当てております。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能

と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は１,１２１,６８７百万円で

あります。
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三　井　住　友　銀　行
（旧会社名　さくら銀行）

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

　　　過去勤務債務　　　　発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として１１年）による定額法により

　　　　　　　　　　　　　費用処理。

　　　数理計算上の差異　　発生時の従業員の平均残存勤務時間内の一定の年数（主として１１年）による定額法により、

　　　　　　　　　　　　　翌連結会計年度から損益処理。

　なお、会計基準変更時差異（１９３,８２３百万円）については、主として５年による按分額を費用処理しております。

10．債権売却損失引当金は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性の

ある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金で

あります。  

11．当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

12．当行のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体

で管理する、｢マクロヘッジ｣を実施しております。これは、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及

び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第１５号)に定められたリスク調整アプローチによるリスク管

理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク

調整手段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証すること

により、ヘッジの有効性を評価しております。

　なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。

　連結子会社のヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理であります。

13. 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

14. 特別法上の引当金は、次のとおり計上しております。

 金融先物取引責任準備金  ９百万円　　金融先物取引法第８２条の規定に基づく準備金であります。

 証券取引責任準備金　６３３百万円　　証券取引法第５１条の規定に基づく準備金であります。

15. 動産不動産の減価償却累計額４３５,７３２百万円

16. 連結貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部等についてはリース契約により使用しております。

17. 貸出金のうち、破綻先債権額は１９７,３９８百万円、 延滞債権額は１,０４１,９５１百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、自己査定の結果や元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下

「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利

息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

18. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は７５,８７０百万円であります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及

び延滞債権に該当しないものであります。

19. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１５１,４１３百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該

当しないものであります。

20. 破綻先債権額､延滞債権額､３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１,４６６,６３３百万円であります。

　なお、17.から20.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

21. 手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形等の額面金額は、８８９，３４０百万円であります。

22. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

　　　　　現金預け金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１百万円

　　　　　特定取引資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，０３７百万円

　　　　　有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，９３２，３７４百万円

　　　　　貸出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０１，２８２百万円

　　　　　その他資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８，６２０百万円

　　　　　動産不動産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５９百万円
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担保資産に対応する債務

　　　　　預金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２，２４３百万円

　　　　　コールマネー及び売渡手形　　　　　　　　　　　　２，１１６，６９９百万円

　　　　　借用金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６８, ７７４百万円

　　　　　その他負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 １７, ９２８百万円

　上記のほか、資金決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券３,０９６,０６３百万円、貸出

金３９７,５４６百万円、現金預け金３百万円、その他資産（手形交換所保証金等）１０百万円を差し入れております。

　なお、動産不動産のうち保証金権利金は７０,４２１百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金は３,００６百万円で

あります。

23. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益としてその他負債に含めて計上しております。なお、上記相殺

前の繰延ヘッジ損失の総額は１９１,６２８百万円、繰延ヘッジ利益の総額は２０８,２３２百万円であります。

24. 「大阪府における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」(平成１２年大阪府条例第１３１号)が平成１２

年６月９日に公布されたことから、当行の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、当連結会計年度

より前連結会計年度の３９．６２％から３９．２０％に変更しております。この変更により、当行の繰延税金資産の金額は

５，６１６百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額の金額は同額増加しております。また、再評価に係る

繰延税金負債の金額は２９４百万円減少し、再評価差額金の金額は同額増加しております。

25. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

  再評価を行った年月日    平成１０年３月３１日

  同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第５号に定

める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価に基づいて、奥行価格補正、時点修正、近隣

売買事例による補正等合理的な調整を行って算出

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の

　帳簿価額の合計額との差額３５，９４２百万円。

26. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金５０３，３６４百万円が含まれ

ております。

27. 社債には、劣後特約付社債７５８，４２６百万円が含まれております。

28. １株当たりの純資産額        ３３３円４６銭

29. 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、「特定取引資産」

中の商品有価証券、譲渡性預け金、コマーシャル・ペーパー、「現金預け金」中の譲渡性預け金及び「買入金銭債権」中

のコマーシャル・ペーパーが含まれております。以下３２．まで同様であります。

　　売買目的有価証券

　　　　連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　４６９，２０４百万円

　　　　当連結会計年度の損益に含まれた評価差額　　　　　　　　　　　　２４４

　　満期保有目的の債券で時価のあるもの

連結貸借対照表　　　　　　　時価　　　　　　　差額　　　　　　　　　　　　

　　計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　うち損

　　　　国債　　　　　　　　　１４,２９５百万円　　１４,２９８百万円　　　２百万円　　　　２百万円　　　　０百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　合計１４,２９５　　　　　１４,２９８　　　　　　２　　　　　　　２　　　　　　　０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　その他有価証券で時価のあるもの　　　

　　　　当連結会計年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。なお、

　　　平成１２年大蔵省令第９号附則第３項によるその他有価証券に係る連結貸借対照表計上額等は次のとおりであります。

　　　　　連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　　　９，８６４，０９６百万円

　　　　　時価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９，５１１，２５１

　　　　　差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△３５２，８４４

　　　　　繰延税金資産相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　１３８，３１５

　　　　　少数株主持分相当額　　　　　　　　　　　　　　　　       ２,１７３

　　　　　持分法適用会社が所有するその他有価証券に

　　　　　係る評価差額金相当額のうち親会社持分相当額　　　　　　　　　△４２

　　　　　評価差額金相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　△２１２，３９９
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30．当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　　　　　　   売却額　　　　　 　　　　　　　売却益　　　　　　　　　　売却損

　　９，７７３，８５２百万円　　　　　１９２，６３１百万円　　　４２，０９５百万円　

31. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　内　　容　　　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表計上額

　　　満期保有目的の債券

　　　　　　非上場外国証券　　　　　　　　　　　　　７,０９４百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　その他有価証券

　　　　　　非上場債券　　　　　　　　　　　　　３１５,５６５

　　　　　  非上場株式（店頭売買株式を除く）　　１１７,１４０

　　　　　  非上場外国証券　　　　　　　　　　　  ６３,３４１

32. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　１年以内　　　　　　　　１年超５年以内　　　　　　５年超10年以内　　　　　　　　10年超

　債券　　　２，４２８，１７０百万円　　２，０３１，３３５百万円　　　９９４，００９百万円　　　５９，３００百万円

　　国債　　２，３７２，０３８　　　　　１，６１２，６０８　　　　　　８５９，７０６　　　　　　５８，８００

　　地方債　　　　　２，７４９　　　　　　　　４６，８２４　　　　　　　１５，８４３　　　　　　　　　　　－

　　社債　　　　　５３，３８２　　　　　　　３７１，９０３　　　　　　１１８，４５９　　　　　　　　　５００

　その他　　　　４０６，３５５　　　　　　　２７７，２１２　　　　　　１５１，９１７　　　　　１４７，４２８

　合計　　　２，８３４，５２６　　　　　２，３０８，５４７　　　　１，１４５，９２７　　　　　２０６，７２８

33．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

　　　その他の金銭の信託

　　　　　当連結会計年度においては、その他の金銭の信託について時価評価を行っておりません。

　　　　なお、その他の金銭の信託に係る連結貸借対照表計上額等は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　２２,２０８百万円

　　　　　　　　　　　　時価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２,６７７

　　　　　　　　　　　　差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　４６８

　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　４９４

　　　　　　　　　　　　　うち損　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　２５

　　　　　　　　　　　　評価差額金相当額　　　　　　　 　　　　　　　　２８５

　　　　　　　　　　　　繰延税金負債相当額　　　　　　　　　　　 　　　１８３

34．消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」、「その他資産」中の保管有価証券等及び「特定取引資産」中

の商品有価証券に合計２９２,１７１百万円含まれております。

　なお、使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、従来「有価証券」中の貸付有価証券に計上しておりまし

たが、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日

））の適用に伴い、当連結会計年度よりその種類毎に「有価証券」中の国債、地方債等に計上しております。当連結会計年度

末における使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は２,０２５百万円であります。

35．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され

た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未

実行残高は、６,９１２,４０１百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能

なものが、６,３２２,２０７百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連

結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権

の保全、その他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす

ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほ

か、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措

置等を講じております。
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36．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　△６４５,０３３百万円

　　　　　　　　　　　　年金資産（時価）　　　　　　　　　　　　　３９０,３１８

　　　　　　　　　　　　未積立退職給付債務　　　　　　　　　　　△２５４,７１４     

　　　　　　　　　　　　会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　　１５３,６７６

　　　　　　　　　　　　未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　　７０,９８５  

　　　　　　　　　　　　未認識過去勤務債務　　　　　　　　　　　　　△１,６６４

　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表計上額の純額　　　　　　　　△３１,７１６

　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　△３１,７１６

37．当行は、平成１２年５月２２日に株式会社住友銀行との間で合併契約を締結しました。平成１２年６月２９日開催の第１０期

定時株主総会において、また、平成１２年６月２９日開催の第二回優先株式にかかる種類株主総会および平成１２年６月２８

日開催の第三回優先株式（第二種）にかかる種類株主総会において、それぞれ承認可決されました当該合併契約書に基づき、

平成１３年４月１日をもって株式会社住友銀行と合併し、資産及び負債並びに権利義務の一切を同行に引き継ぎました。
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     三　井　住　友　銀　行

      （旧会社名　さくら銀行）

　　(単位：百万円)

　　　　　　科　　　　　　　　目 　　　　　金　　　　　額
経  常  収  益 1,723,182 
　資 金 運 用 収 益 1,107,828 
  　貸　出　金　利　息 795,443 
　  有価証券利息配当金 134,621 
　  ｺｰﾙﾛｰﾝ及び買入手形利息 5,374 
　  預　け　金　利　息 100,750 
　  その他の受入利息 71,638 
　役 務 取 引 等 収 益 209,261 
　特 定 取 引 収 益 26,807 
　そ の 他 業 務 収 益 97,621 
  そ の 他 経 常 収 益 281,663 
経  常  費  用 1,539,306 
　資 金 調 達 費 用 437,840 
  　預   金   利   息 233,379 
　  譲渡性預金利息 12,845 
　  ｺｰﾙﾏﾈｰ及び売渡手形利息 13,563 
    コマーシャル・ペーパー利息 3,679 
　  借　用　金　利　息 43,922 
　　社    債    利    息 42,471 
　　転 換 社 債 利 息 2 
 　 その他の支払利息 87,977 
　役 務 取 引 等 費 用 61,863 
　そ の 他 業 務 費 用 55,471 
　営    業 　 経 　 費 490,621 
　そ の 他 経 常 費 用 493,509 
 　 貸倒引当金繰入額 16,870 
　  その他の経常費用 476,638 
経  常  利  益 183,876 
特  別  利  益 50,431 
  動産不動産処分益 3,957 
  償 却 債 権 取 立 益 1,947 
　その他の特別利益 44,525 
特  別  損  失 102,261 
  動産不動産処分損 22,767 
　証券取引責任準備金繰入額 2 
　その他の特別損失 79,490 
税金等調整前当期純利益 132,046 
法人税、住民税及び事業税 8,091 
法 人 税 等 調 整 額 69,900 
少  数  株  主  利　益 5,115 
当  期  純  利  益 48,939 

連 結 損 益 計 算 書
自平成１２年４月　１日
至平成１３年３月３１日
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                               三　井　住　友　銀　行

                               （旧会社名　さくら銀行）

注

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．１株当たり当期純利益金額　９円２３銭

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　９円２1銭

４．特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を連結損益計算書

　　上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

　　　特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭

　　債権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品につ

　　いては前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えて

　　おります。

５．その他経常収益には、株式等売却益１７５,７５６百万円、株式関連派生商品に係る収益４３,６６１

    百万円、退職給付信託設定益２９,６０２百万円を含んでおります。

６．その他の経常費用には、貸出金償却２５７,７６２百万円、株式等償却５７,６２１百万円、株式等売

　　却損４４,６５３百万円を含んでおります。

７．その他の特別利益は、子会社における債務免除益であります。

８．その他の特別損失は、子会社における貸出債権等処分損４０,３５４百万円、退職給付会計導入に伴う

　　会計基準変更時差異の費用処理額３９,１３５百万円であります。

９．当連結会計年度から退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業

　　会計審議会平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比

　　較して、経常利益は９,５５８百万円増加し、税金等調整前当期純利益は２９,５９０百万円減少して

　　おります。

　　　なお、従来の｢退職給与引当金｣は、当連結会計年度の期首において｢退職給付引当金｣に振り替えて

    おります。

10．当連結会計年度から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券の評価の方法、デリバティブの評価

　　の方法、ヘッジ会計の方法等について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較

　　して、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ３６,１４６百万円増加しております。

　　また、ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引の損益については、従来と同じ損益科目で表示してお

　　りますが、収益及び費用の表示は、金融商品に係る会計基準の適用に伴い、当連結会計年度より従来

　　の総額表示から純額表示に変更しております。この変更による経常利益及び税金等調整前当期純利益

　　の影響はありませんが、従来の方法によった場合に比べ、経常収益及び経常費用はそれぞれ

　　１５５,５８５百万円減少しております。

11．利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税は、その他経常費用として計上しておりま

　　す。なお、当行の東京都にかかる事業税については、従来、「法人税、住民税及び事業税」に計上し

　　ておりましたが、「東京都における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」(平

　　成１２年東京都条例第１４５号)が平成１２年４月１日に施行されたことに伴い、当連結会計年度よ

　　り、その他の経常費用に８，７３３百万円計上しております。
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                      三　井　住　友　銀　行

                      （旧会社名　さくら銀行）

（単位：百万円）

　科　　　　　　　　目 　金　　　　　額

連結剰余金期首残高 198,161  

連結剰余金増加高 7,697  

　　　再評価差額金の取崩に伴う剰余金増加高 6,759  

　　　持分法適用会社の 938  
　　　除外に伴う剰余金増加高

連結剰余金減少高 58,736  

  　　配        当        金 35,705  

　　　合　併　交　付　金 17,853  

  　　連結子会社の合併等に伴う剰余金減少高 5,177  

当　　期　　純　　利　　益 48,939  

連結剰余金期末残高 196,060  

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結剰余金計算書
自平成１２年４月　１日

至平成１３年３月３１日

－１６－



三　井　住　友　銀　行
（旧会社名　さくら銀行）
（金額単位：百万円）

　　自 平成12年４月１日金　　　　　額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 132,046
減価償却費 35,123
連結調整勘定償却額 7,077
持分法による投資損益（△） △7,883
貸倒引当金の増加額 △231,386
債権売却損失引当金の増加額 △27,006
退職給与引当金の増加額 △41,371
退職給付引当金の増加額 26,052
資金運用収益 △1,107,828
資金調達費用 437,840
有価証券関係損益（△） △82,439
金銭の信託の運用損益（△） △536
為替差損益（△） △48,638
動産不動産処分損益（△） 18,810
特定取引資産の純増（△）減 873,036
特定取引負債の純増減（△） △189,217
特定取引未払金の純増減（△） △588,359
貸出金の純増（△）減 1,390,760
預金の純増減（△） △682,160
譲渡性預金の純増減（△） 1,099,791
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △409,051
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △902,846
コールローン等の純増（△）減 △211,068
債券借入取引担保金の純増（△）減 680,428
コールマネー等の純増減（△） 2,019,431
コマーシャル・ペーパーの純増減（△） 675,474
債券貸付取引担保金の純増減（△） △797,435
外国為替（資産）の純増（△）減 61,228
外国為替（負債）の純増減（△） 7,474
普通社債の発行・償還による純増減（△） 200,967
資金運用による収入 1,149,235
資金調達による支出 △439,998
その他 181,585
     小計 3,229,136
法人税等の支払額 △10,663
営業活動によるキャッシュ・フロー 3,218,472

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △16,532,695
有価証券の売却による収入 9,537,615
有価証券の償還による収入 3,944,752
金銭の信託の増加による支出 △9,171
金銭の信託の減少による収入 60,289
動産不動産の取得による支出 △118,836
動産不動産の売却による収入 60,584
連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得による支出 △2,684
投資活動によるキャッシュ・フロー △3,060,146

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 112,283

劣後特約付借入金の返済による支出 △319,774

劣後特約付社債の発行による収入 149,500
劣後特約付社債・転換社債の償還による支出 △332,631
配当金支払額 △35,705
少数株主からの払込みによる収入 14,000
少数株主への配当金支払額 △7,474
自己株式の取得による支出 △808
自己株式の売却による収入 586
財務活動によるキャッシュ・フロー △420,024

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 830
Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 △260,867
Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 1,408,146
Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 90
Ⅷ．現金及び現金同等物期末残高 1,147,369

注
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」

　　のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

３．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

科　　　　　目

  自平成１２年４月　１日

至平成１３年３月３１日

連結キャッシュ・フロー計算書

現金預け金勘定 2,896,268
日本銀行以外への預け金 △ 1,748,899
現金及び現金同等物 1,147,369
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                              三　井　住　友　銀　行

                              （旧会社名　さくら銀行）

 (単位:百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度  比     較

　　　　年度別 (平成13年3月31日現在） (平成12年3月31日現在）

      科  目 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

    ( 資   産   の   部 )

 現    金    預    け    金 2,896,268 2,168,836 727,432 

 コールローン及び買入手形 368,425 182,712 185,713 

 買   入   金   銭   債   権 90,519 42,256 48,263 

 特   定   取   引   資   産 577,578 1,425,028 △ 847,450 

 金    銭    の    信    託 22,208 72,581 △ 50,373 

 有      価      証      券 10,466,528 6,928,746 3,537,782 

 貸          出          金 32,906,703 32,333,211 573,492 

 外      国      為      替 268,669 316,395 △ 47,726 

 そ    の    他    資    産 1,359,442 2,747,979 △ 1,388,537 

 動    産    不    動    産 883,059 855,726 27,333 

 繰   延   税   金   資   産 558,234 611,694          △ 53,460 

 支   払   承   諾   見   返 1,964,073 1,492,628 471,445 

 貸    倒    引    当    金 △ 512,023 △ 682,188 170,165 

    資  産  の  部  合  計 51,849,687 48,495,608 3,354,079 

    ( 負   債   の   部 )

 預                       金 32,003,989 30,225,982 1,778,007 

 譲    渡    性    預    金 4,621,021 3,512,634 1,108,387 

 コールマネー及び売渡手形 4,608,193 2,579,499 2,028,694 

 コマーシャル ・ ペーパー 1,141,697 467,268 674,429 

 特   定   取   引   負   債 201,407 360,706 △ 159,299 

 借          用          金 1,138,305 1,508,783 △ 370,478 

 外      国      為      替 37,094 29,346 7,748 

 社                      債 1,133,368 1,053,354 80,014 

 転      換      社      債 － 95 △ 95 

 そ    の    他    負    債 2,296,793 4,553,878 △ 2,257,085 

 退  職  給  与 引  当  金 － 41,366 △ 41,366 

 退  職  給  付 引  当  金 31,716 － 31,716 

 債 権 売 却 損 失 引 当 金 70,627 95,992 △ 25,365 

 特  別  法 上 の 引 当  金 643 513 130 

 繰   延   税   金   負   債 369 271              98 

 再評価に係る繰延税金負債 40,654 45,494           △ 4,840 

 支      払      承      諾 1,964,073 1,492,628 471,445 

 負   債   の   部   合   計 49,289,955 45,967,816 3,322,139 

 少   数   株   主   持   分 383,922 319,237          64,685 

 資   本   の   部   合   計 2,175,809 2,208,554 △ 32,745 

 負債、少数株主持分及び資本の部合計 51,849,687 48,495,608 3,354,079 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比  較  連  結  貸  借  対  照  表  (主要内訳)
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比   較   連   結   損   益   計   算   書 (主要内訳)

                              三　井　住　友　銀　行

                              （旧会社名　さくら銀行）

 (単位:百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度

　　　年度別 自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日  比     較

至 平成13年3月31日 至 平成12年3月31日

      科    目 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

 経     常     収     益 1,723,182 2,147,495 △ 424,313 

   資  金  運  用  収  益 1,107,828 1,398,941 △ 291,113 

  (うち貸 出 金 利 息) ( 795,443 ) ( 764,328 ) ( 31,115 )

  (うち有価証券利息配当金) ( 134,621 ) ( 117,759 ) ( 16,862 )

   役  務  取 引 等 収 益 209,261 186,213 23,048 

   特  定  取  引  収  益 26,807 17,484 9,323 

   そ  の 他  業 務 収 益 97,621 99,261 △ 1,640 

   そ  の 他  経 常 収 益 281,663 445,593 △ 163,930 

 経     常     費     用 1,539,306 2,010,998 △ 471,692 

   資  金  調  達  費  用 437,840 745,550 △ 307,710 

  (う ち 預 金 利 息) ( 233,379 ) ( 162,312 ) ( 71,067 )

   役  務  取 引 等 費 用 61,863 66,414 △ 4,551 

   特  定  取  引  費  用 -            994 △ 994 

   そ  の 他  業 務 費 用 55,471 67,883 △ 12,412 

   営     業    経     費 490,621 487,472 3,149 

   そ  の 他  経 常 費 用 493,509 642,682 △ 149,173 

 経     常     利     益 183,876 136,497 47,379 

 特     別     利     益 50,431 9,606 40,825 

 特     別     損     失 102,261 19,964 82,297 

 税金等調整前当期純利益 132,046 126,139 5,907 

 法人税、住民税及び事業税 8,091 7,831 260 

 法 人 税 等 調 整 額 69,900 74,247 △ 4,347 

 少  数  株  主  利　益 5,115 △ 18,521 23,636 

 当   期   純   利   益 48,939 62,581 △ 13,642 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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　　比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書 (主要内訳)

                              三　井　住　友　銀　行

                              （旧会社名　さくら銀行）

 (単位：百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度

　　　　　年度別自平成１２年４月  １日 自平成１１年４月  １日 比　　　較

至平成１３年３月３１日 至平成１２年３月３１日

　　科　　目 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

連結剰余金期首残高 198,161 164,329 33,832 

連結剰余金増加高 7,697 2,115 5,582 

　　再評価差額金の取崩に 6,759 2,115 4,644 

　　伴う剰余金増加高

　　持分法適用会社の除外 938 - 938 

　　に伴う剰余金増加高

連結剰余金減少高 58,736 30,864 27,872 

　  配　　　当　　　金 35,705 30,182 5,523 

　  合　併　交　付　金 17,853 - 17,853 

　　連結子会社の増加に - 682 △682 

　　伴う剰余金減少高

　　連結子会社の合併等に 5,177 - 5,177 

　　伴う剰余金減少高

当　 期　 純　 利　　益 48,939 62,581 △13,642 

連結剰余金期末残高 196,060 198,161 △2,101 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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三　井　住　友　銀　行

（旧会社名　さくら銀行）

（金額単位：百万円）
前連結会計年度

年 度 別 自 平成11年４月１日 比　　　較

科　　目 至 平成12年３月31日

（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 132,046 126,139 5,907
減価償却費 35,123 35,029 94
連結調整勘定償却額 7,077 5,330 1,747
持分法による投資損益（△） △7,883 1,487 △9,370
貸倒引当金の増加額 △231,386 11,419 △242,805
債権売却損失引当金の増加額 △27,006 △19,539 △7,467
退職給与引当金の増加額 △41,371 △3,614 △37,757
退職給付引当金の増加額 26,052 － 26,052
資金運用収益 △1,107,828 △1,398,941 291,113
資金調達費用 437,840 745,550 △307,710
有価証券関係損益（△） △82,439 △346,591 264,152
金銭の信託の運用損益（△） △536 625 △1,161
為替差損益（△） △48,638 145,561 △194,199
動産不動産処分損益（△） 18,810 12,209 6,601
特定取引資産の純増（△）減 873,036 △542 873,578
特定取引負債の純増減（△） △189,217 △194 △189,023
特定取引未払金の純増減（△） △588,359 408,834 △997,193
貸出金の純増（△）減 1,390,760 503,351 887,409
預金の純増減（△） △682,160 △361,237 △320,923
譲渡性預金の純増減（△） 1,099,791 777,079 322,712
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △409,051 △214,107 △194,944
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △902,846 △247,833 △655,013
コールローン等の純増（△）減 △211,068 △162,311 △48,757
債券借入取引担保金の純増（△）減 680,428 △335,705 1,016,133
コールマネー等の純増減（△） 2,019,431 253,678 1,765,753
コマーシャル・ペーパーの純増減（△） 675,474 △99,731 775,205
債券貸付取引担保金の純増減（△） △797,435 △34,993 △762,442
外国為替（資産）の純増（△）減 61,228 △7,101 68,329
外国為替（負債）の純増減（△） 7,474 6,994 480
普通社債の発行・償還による純増減（△） 200,967 155,486 45,481
資金運用による収入 1,149,235 1,625,911 △476,676
資金調達による支出 △439,998 △1,005,204 565,206
その他 181,585 325,421 △143,836
     小計 3,229,136 902,462 2,326,674
法人税等の支払額 △10,663 △13,719 3,056
営業活動によるキャッシュ・フロー 3,218,472 888,743 2,329,729

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △16,532,695 △7,671,286 △8,861,409
有価証券の売却による収入 9,537,615 5,672,199 3,865,416
有価証券の償還による収入 3,944,752 1,535,603 2,409,149
金銭の信託の増加による支出 △9,171 △31,319 22,148
金銭の信託の減少による収入 60,289 113,981 △53,692
動産不動産の取得による支出 △118,836 △54,707 △64,129
動産不動産の売却による収入 60,584 67,918 △7,334
連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得による支出 △2,684 － △2,684
投資活動によるキャッシュ・フロー △3,060,146 △367,609 △2,692,537

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 112,283 － 112,283

劣後特約付借入金の返済による支出 △319,774 △15,000 △304,774

劣後特約付社債の発行による収入 149,500 136,088 13,412
劣後特約付社債・転換社債の償還による支出 △332,631 △103,257 △229,374
配当金支払額 △35,705 △30,182 △5,523
少数株主からの払込みによる収入 14,000 － 14,000
少数株主への配当金支払額 △7,474 △9,767 2,293
自己株式の取得による支出 △808 △25 △783
自己株式の売却による収入 586 18 568
財務活動によるキャッシュ・フロー △420,024 △22,124 △397,900

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 830 3,614 △2,784
Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 △260,867 502,623 △763,490
Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 1,408,146 905,496 502,650
Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 90 83 7
Ⅷ．連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △57 57
Ⅸ．現金及び現金同等物期末残高 1,147,369 1,408,146 △260,777

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比較連結キャッシュ・フロー計算書

当連結会計年度

（Ａ）

自 平成12年４月１日

至 平成13年３月31日
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Ⅴ. セ グ メ ン  ト 情 報                          三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

１．事業の種類別セグメント情報

連結会社は銀行業以外に一部で証券、信託、リース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全

セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自  平成12年4月1日  至  平成13年3月31日） （金額単位：百万円）

消去又は

日　本 米  州 欧州
ｱｼﾞｱ･
ｵｾｱﾆｱ 計 全   社 連   結

Ⅰ　経常収益

(1)外部顧客に対する経常収益 1,410,422 164,903 47,571 100,284 1,723,182 － 1,723,182

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 111,842 111,432 17,058 38,530 278,864 (278,864) －

計 1,522,264 276,336 64,630 138,815 2,002,047 (278,864) 1,723,182

経  常  費  用 1,347,019 259,322 74,385 133,426 1,814,154 (274,848) 1,539,306

経  常  利  益 175,245 17,013 △ 9,755 5,388 187,892 (4,016) 183,876

Ⅱ 資　　　　　　産 47,434,438 2,322,229 1,279,831 2,920,478 53,956,977 (2,107,290) 51,849,687

(注）1.当行の本支店及び連結子会社について、地理的近接度、経済活動の類似性、事業活動の類似性、

  事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域ごとに区分の上、一般企業の売上高及び営業利益

  に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

2.米州にはアメリカ、カナダ等が、欧州にはイギリス、ドイツ等が、アジア・オセアニアにはシンガポール、

　香港、オーストラリア等が属しております。

前連結会計年度（自  平成11年4月1日  至  平成12年3月31日） （金額単位：百万円）

消去又は

日　本 米  州 欧州
ｱｼﾞｱ･
ｵｾｱﾆｱ 計 全   社 連   結

Ⅰ　経常収益

(1)外部顧客に対する経常収益 1,808,407 129,272 90,029 119,786 2,147,495 － 2,147,495

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部経常収益 77,421 23,014 21,863 15,752 138,052 (138,052) －

計 1,885,829 152,286 111,893 135,539 2,285,548 (138,052) 2,147,495

経  常  費  用 1,772,018 143,625 109,852 122,775 2,148,272 (137,274) 2,010,998

経  常  利  益 113,810 8,661 2,040 12,764 137,276 (778) 136,497

Ⅱ 資　　　　　　産 44,745,840 2,319,292 1,062,201 3,070,871 51,198,205 (2,702,596) 48,495,608

3.海外経常収益 （金額単位：百万円）

期　　　　　別 海外経常収益      連結経常収益 海外経常収益の連結

経常収益に占める割合

当連結会計年度 ％

　自  平成12年4月 1日  

  至  平成13年3月31日

前連結会計年度

　自  平成11年4月 1日  339,087 2,147,495 15.7

  至  平成12年3月31日

(注）１．一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しております。

２．海外経常収益は、当行の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益

　　(ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、こうした膨大な取引を相手先別に区分し

    ていないため国又は地域毎のセグメント情報は記載しておりません。 

Ⅵ. 生産、受注及び販売の状況

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。

1,723,182312,760 18.2
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三　井　住　友　銀　行
（旧会社名：さくら銀行）

＜付表＞

（有価証券関係）
（注1）連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中
　　　のコマーシャル・ペーパーを含めて記載しております。
（注2）「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として記載
　　　しております。

１．売買目的有価証券
（金額単位：百万円）

　売買目的有価証券 469,204 244

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの
（金額単位：百万円）

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）

連結貸借 時　価 差　額
対照表計上額 益 損

　国　債 14,295 14,298 2 2 0
　地方債 －　 －　 －　 －　 －　
　社　債 －　 －　 －　 －　 －　
　その他 －　 －　 －　 －　 －　
　合　計 14,295 14,298 2 2 0

（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

３．その他有価証券で時価のあるもの
当連結会計年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて、時価評価を行っておりません。

なお、その他有価証券で時価のあるものに係る連結貸借対照表計上額等は次のとおりであります。
（金額単位：百万円）

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）

連結貸借 時　価 差　額
対照表計上額 益 損

　株　式 3,782,106 3,420,904 △361,202 139,239 500,442
　債　券 5,182,955 5,207,684 24,728 27,743 3,014
　国　債 4,888,857 4,908,522 19,664 22,294 2,629
　地方債 16,589 16,977 387 387 0
　社　債 277,507 282,184 4,676 5,061 385

　その他 899,034 882,663 △16,371 3,560 19,931
　合　計 9,864,096 9,511,251 △352,844 170,544 523,388
（注）時価は、当行保有の株式については当連結会計年度末前一カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に、また、それ以外

　　　については当連結会計年度末日における市場価格等に、それぞれ基づいております。

４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

該当ありません。

５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券
（金額単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

　その他有価証券 9,773,852 192,631 42,095

当連結会計年度

（自 平成12年４月１日　至 13年３月31日）

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）

当連結会計年度の損益
に含まれた評価差額

連結貸借対照表計上額

期　別

種　類

期　別

種　類

期　別

種　類

期　別

種　類
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三　井　住　友　銀　行
（旧会社名：さくら銀行）

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額
（金額単位：百万円）

満期保有目的の債券

非上場外国証券 7,094

その他有価証券

非上場債券 315,565
非上場株式（店頭売買株式を除く） 117,140
非上場外国証券 63,341

７．保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
（金額単位：百万円）

１年以内 １年超 ５年超 10年超
５年以内 10年以内

　債　券 2,428,170 2,031,335 994,009 59,300
　国　債 2,372,038 1,612,608 859,706 58,800
　地方債 2,749 46,824 15,843 －　
　社　債 53,382 371,903 118,459 500

　その他 406,355 277,212 151,917 147,428
　合　計 2,834,526 2,308,547 1,145,927 206,728

当連結会計年度末
（平成13年３月31日現在）

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）期　別

種　類
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三　井　住　友　銀　行
（旧会社名：さくら銀行）（金銭の信託関係）

１．運用目的の金銭の信託

該当ありません。

２．満期保有目的の金銭の信託

該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的および満期保有目的以外の金銭の信託）

当連結会計年度においては、その他の金銭の信託のうち時価のあるものについて、時価評価を行って

おりません。

なお、その他の金銭の信託に係る連結貸借対照表計上額等は次のとおりであります。
（金額単位：百万円）

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）

連結貸借 時　価 差　額
対照表計上額 益 損

　その他の金銭の信託 22,208 22,677 468 494 25
（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

（その他有価証券評価差額金相当額）
当連結会計年度において、その他有価証券及びその他の金銭の信託について

時価評価を行った場合におけるその他有価証券評価差額金相当額は次のとおりであります。
（金額単位：百万円）

差　額（時価－連結貸借対照表計上額） △352,375
その他有価証券 △352,844
その他の金銭の信託 468

（+）繰延税金資産相当額 138,131
その他有価証券評価差額金相当額（持分相当額調整前）

（△） 少数株主持分相当額 △2,173
（＋） 持分法適用会社が所有するその他有価証券 △42
に係る評価差額金相当額のうち親会社持分相当額

その他有価証券評価差額金相当額 △212,113

△214,244

当連結会計年度末
（平成13年３月31日現在）

期　別

種　類

-25-



有価証券の時価等（前連結会計年度末）
                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

（金額単位：百万円）

期    別     前連結会計年度末（平成12年3月31日)

連 結 貸 借 時   価 評価損益

種    類 対 照 表 価 額 うち評価益 うち評価損

債            券 485,177 460,384 △  24,793 3,490 28,284

株            式 3,361,262 3,977,851 616,588 1,011,530 394,941

そ     の     他 461,115 461,187 72 14,540 14,468

合             計 4,307,555 4,899,422 591,866 1,029,561 437,694

（注）１．本表記載の有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債であります。）を対象としております。

     　  　 なお、上場債券の時価は、主として東京証券取引所の最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配

　　　　  表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。また、「その他」は主として外国債券であ

　　　　　ります。

      ２．非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

  期    別     前連結会計年度末（平成12年3月31日)

連 結 貸 借 時    価 評価損益

  種    類 対 照 表 価 額 相 当 額 うち評価益 うち評価損

債            券債            券 1,571,230 1,569,330 △  1,900 5,331 7,231

株            式株            式 37,807 101,720 63,913 71,806 7,893

そ     の     他 100,291 101,176 884 2,756 1,872

合             計合             計 1,709,330 1,772,226 62,896 79,894 16,998

    　　　　非上場有価証券の時価相当額は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券につい

 　　　　 ては日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券

  　　　　投資信託の受益証券については基準価格によっております。なお、「その他」は主として証券投資信託の受益証券であり

　　　　　ます。

    　３．時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の連結貸借対照表価額は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

期    別  前連結会計年度末（平成12年3月31日)

  種    類

債            券 400,413

株            式 116,750

そ     の     他 394,696

   　 ４．特定取引勘定にて経理しております商品有価証券及び特定取引有価証券につきましては、時価評価を行い、当該評価損益

     　　 を連結損益計算書に計上しておりますのでここでの記載を省略しております。

（金銭の信託の時価等）

（金額単位：百万円）

期    別     前連結会計年度末（平成12年3月31日)

連 結 貸 借 時  価  等 評価損益

種    類 対 照 表 価 額 うち評価益 うち評価損

金  銭  の  信  託 72,581 72,887 305 542 237

（注）時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております。

   　 １．上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）

　　　　　気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。

   　 ２．店頭売買株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。
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                         三　井　住　友　銀　行

（デリバティブ取引関係）                         （旧会社名　さくら銀行）

 デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

（１）金  利  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

金利先物

売建 59,123 -         △431 △431

取 買建 262,802 -         2,151 2,151

引 金利オプション

所 売建 2,029,981 -         825 655

買建 622,669 -         519 258

金利先渡契約

売建 1,039,613 10,000 344 344

買建 1,629,713 -         △1,589 △1,589

金利スワップ

店 受取固定・支払変動 43,061,905 25,195,263 755,835 755,835

受取変動・支払固定 40,592,544 24,860,084 △773,704 △773,704

受取変動・支払変動等 2,160,512 769,755 △17,494 △17,494

頭 そ の 他

売 建 3,267,592 2,954,530 23,119 △6,253

買 建 2,444,194 2,191,101 27,933 19,066

合     計 △30,380 △21,161

(注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

    なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２．時価の算定 

　　取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。

　　店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

３．店頭取引中のその他はキャップ、フロア、スワップション取引であります。

当連結会計年度末（平成1３年３月３１日）
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                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

（２）通  貨  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

店
頭 通貨スワップ 4,309,192 3,169,586 1,482 1,482

　　合計 1,482 1,482

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　　　　　なお、下記注３．の取引は、上記記載から除いております。

      ２．時価の算定 　

　　割引現在価値等により算定しております。

      ３．「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」

　　　　　（日本公認会計士協会平成１２年４月１０日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨

　　　　　スワップ取引については、上記記載から除いております。

　　　　　　期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

種       類 契約額等 時    価 評価損益

通貨スワップ 1,833,414 △69,269 △69,269

　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを

行い、その損益を連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付され

たもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表示に反映されているもの又は当該外貨

建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

　

区 　　　種 　類

分

為替予約

売建 4,296,653

店 買建 5,633,384

通貨オプション

頭 売建 694,904

買建 689,497

契約額等

当連結会計年度末

（平成13年3月31日）

当連結会計年度末（平成13年3月31日）

当連結会計年度末

（平成13年3月31日）
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                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

（３）債  券  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

取 債券先物

引 売   建 188 -           △6 △6

所 買   建 23,066 -           112 112

合     計 106 106

（注） １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　　なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２．時価の算定

　　取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。

当連結会計年度末（平成13年3月31日）
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                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

（４）クレジットデリバティブ取引  

（金額単位：百万円）

区

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

店 そ　の　他

　　売   建 147 - △4 △4

頭 　　買   建 147 - 6 6

合計 2 2

（注） １．上記取引については時価評価を行い評価損益を連結損益計算書に計上しております。

２．時価の算定

　　取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき

　　算定しております。

当連結会計年度末（平成13年3月31日）

－３０－



 デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益（前連結会計年度末）
                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

（１）金  利  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 前連結会計年度末（平成12年3月31日）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

取 金利先物

売建 9,784,429 670,310 9,765,752 18,677

引 買建 5,657,962 249,452 5,651,207 △6,754

金利オプション

所 売建

コール 13,776,338 -

(3,441) 556 2,884

プット 12,329,538 -

(2,609) 1,786 822

買建

コール 6,025,776 -

(1,059) 407 △652

プット 5,323,445 -

(1,720) 1,581 △139

店 金利スワップ

受取固定・支払変動 34,478,328 15,236,759 573,908 573,908

受取変動・支払固定 24,638,127 8,588,126 △267,975 △267,975

頭 受取変動・支払変動等 25,024 17,796 △135 △135

そ の 他

売 建 609,287 599,271

(2,688) 1,148 1,539

買 建 123,982 113,966

(1,429) 827 △603

合     計 321,572

(注）１．時価の算定

    取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終価格によっております。

    店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

２．（ ）内は連結貸借対照表に計上したオプション料であります。

３．店頭取引中のその他はキャップ、フロア、スワップション取引であります。

４．金利スワップの時価および評価損益には、損益計上している経過利息部分343,651百万円が含まれております。
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                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

５．特定取引(トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、

その評価損益を連結損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。

    特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

区 前連結会計年度末

（平成12年3月31日）

分 種       類 契約額等 時価

取 金利先物

売建 422,513 422,244

引 買建 585,857 583,533

金利オプション

所 売建

コール 1,891,590

(260) 23

プット 2,560,186

(446) 231

買建

コール 736,133

(173) 27

プット 1,332,250

(279) 126

店 金利先渡契約

売 建 678,521 678,458

頭 買 建 1,324,902 1,325,226

金利スワップ

受取固定・支払変動 34,706,694 385,949

受取変動・支払固定 32,590,848 △506,149

受取変動・支払変動等 1,636,745 △13,467

そ の 他

売 建 3,411,883

(9,329) 21,935

買 建 3,077,923

(4,886) 58,646

(注）（  ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。
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                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

（２）通  貨  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 前連結会計年度末（平成12年3月31日）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

店 通貨スワップ 2,779,199 1,179,058 △54,273 △54,273

うち米ドル 1,866,061 935,342 △43,375 △43,375

頭 うちその他 913,137 243,715 △10,897 △10,897

（注）１．時価の算定

          割引現在価値により算定しております。

      ２．通貨スワップの時価および評価損益には、損益計上している経過利息部分△6,647百万円が含まれております。

      ３．特定取引（トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を

      　  連結損益計算書に計上しておりますので、上記記載から除いております。       

            特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

区 前連結会計年度末（平成12年3月31日）

分 種       類 契約額等 時    価

店 通貨スワップ 3,887,543 △5,539

うち米ドル 2,599,267 △15,018

うち独マルク 554,556 △2,833

頭 うちその他 733,720 12,312
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                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

 ４．先物為替予約、通貨オプション等につきましては、当連結会計年度末日に引直しを行い、その損益を

    連結損益計算書に計上しているもの及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権

    債務等の連結貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。

    　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（金額単位：百万円）

区 前連結会計年度末

（平成12年3月31日）

分 種       類 契約額等

取 通貨先物

引 売   建 356

所 買   建 20

店 為替予約

売   建 2,185,551

買   建 3,697,674

通貨オプション

売     建

頭 コール 188,930

(4,105)

プット 170,453

(3,600)

買     建

コール 156,601

(2,368)

プット 178,950

(4,473)

（注）（ ）内は連結貸借対照表に計上したオプション料であります。
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                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

（３）株  式  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 前連結会計年度末（平成12年3月31日）

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

有価証券店頭オプション

売  建 コール 198 －

店 (1)
0 1

プット － －

－
－ －

買  建 コール 198 －

(1)
0 △0

プット － －

頭 －
－ －

株式関連スワップ 897,438 － △18,554 △18,554

合     計 △18,554

(注）  1．時価の算定

東京証券取引所等における最終価格に基づき時価算定モデルにより算出しております。

 ２．（ ）内は連結貸借対照表に計上したオプション料であります。

 ３．特定取引(トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を

  連結損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。

    特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

 （金額単位：百万円）

区 前連結会計年度末（平成12年3月31日）

分 種       類 契約額等 時価

取 株式指数先物

売  建 1,536 1,530

引 買  建 101 101

株式指数オプション

所 売  建 コール 11,740

(36) 37

プット 21,880

(26) 31

買  建 コール 4,578

(53) 97

プット 1,902

(53) 30

（注）（ ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。
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                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

（４）債  券  関  連  取  引 （金額単位：百万円）

区 前連結会計年度末(平成12年3月31日)

分 種       類 契約額等 時価 評価損益

うち１年超

取 債券先物

引 売建 74,904 －   76,182 △1,277

所 買建 －   －   －   －   

合     計 △1,277

（注） １．時価の算定

    東京証券取引所等における最終価格によっております。
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                         三　井　住　友　銀　行

                        （旧会社名　さくら銀行）

２．特定取引(トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、評価損益を

　 連結損益計算書に計上しておりますので、上記記載から除いております。

    特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

  （金額単位：百万円）

前連結会計年度末

区 （平成12年3月31日）

分 種       類 契約額等 時価

取 債券先物

売建 28,726 28,818

引 買建 35,094 35,147

債券先物オプション

所 売建

コール 838

(5) 2

プット 8,580

(11) 7

買建

コール 4,477

(16) 11

プット 37,370

(90) 14

店 債券店頭オプション

売 建

頭 コール -

- -

プット 21,670

(251) 118

買 建

コール 29,272

(167) 106

プット 7,837

(51) 14
（注）（ ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。
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三　井　住　友　銀　行
(旧会社名 さくら銀行)

（関連当事者との取引）

当連結会計年度（自 平成12年4月1日   至 平成13年3月31日）

　関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

前連結会計年度（自 平成11年4月1日   至 平成12年3月31日）

　関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

　　以　　上
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